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１．目的 ただし、それらの梁のせん断力の総和(基礎梁を含む)が

隣接する柱の長期軸方向力(基礎自重を含む)を超えない

ことを確認する。直交する梁 G5 には部材角が生じない

ので境界梁とは見なさない。 

「高耐久 RC 建築を目的とした高強度 RC 部材の可能

性と優位性(その 1)」(以下｢その 1｣)の結果を受け、本

論では 2次設計における高強度材料の利点・欠点を明ら

かにすることを目的とする。 ⅲ)壁の保有水平耐力は 1 階壁脚部の曲げ降伏、1 階壁

のせん断破壊、基礎梁の回転で決まる水平力を比較し、

その最小のものに基づいて定める。 

 

２．設計方針概要 

表－2 耐震壁の外力分布 1）材料強度 

材料強度は、実降伏点強度が規格降伏点強度を上回る

ことを考慮して下記の値を用いる。 

鉄筋:SD390（D10以上） σy＝1.1×390＝429N/mm2 

コンクリート:Fc60     Fc＝60N/mm2 

2）メカニズム状態の設定 

メカニズム状態の検討は柱と梁の曲げ終局モーメント

の比較を行い、値の小さい方にヒンジができると想定し

て曲げモーメントの振り分けを行う。柱･梁の接点での

曲げ終局モーメントの振り分けは下記のように行う。 

ⅰ)柱にヒンジを生じる節点では、その曲げ終局モーメ

ントを左右の梁に 2等分する。 

ⅱ)梁にヒンジを生じる節点では、その曲げ終局モーメ

ントを上下の柱に表－1の分配率によって配分する。 

ⅲ)分配した曲げ終局モーメントが一方の部材端で曲げ

終局モーメントを超過するときは、超過分を他方の部材

端に加える。 

表－1 曲げモーメントの分配率 

 

 

 

 

 

 

 

3）耐震壁の保有水平耐力の算定方針 

ⅰ)壁の水平力分布は 1次設計用せん断力分布から表－2

のように等分布とする。 

ⅱ)壁に連続する面内境界梁 G10および直交境界梁 G4は

曲げ終局状態にあるものと仮定する。 
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階
Qi
(kN)

Pi
(kN)

3 542 1.00 1.00
2 1214 672 1.24 1.00
1 1715 502 0.93 1.00

Pi/P3

 

4）目標とする保有水平耐力の算定 

 構造特性係数 Ds はすべての部材を靭性のランクⅠで

設計することを目標にして 

x方向 Ds＝0.30    y方向 Ds＝0.35 

とし保有水平耐力の検定を行い、部材がランクⅠの条件

に合致することを確認する。 

 

３．梁・柱の曲げ終局モーメントと終局時節点モーメ

ントの算出 

1）梁の終局曲げモーメントの計算式は下式を用いる[3]。 

Mu＝0.9Σ(atσy)d 

2）柱の終局曲げモーメントの計算式は下式を用いる[3]。 

Mu＝0.8(atσy)D+0.5ND(1-N/(bDFc)) 

3 柱脚 1330 3550 0.45 2124 0.374 0.40

柱頭 0.45 3556 0.626 0.60

柱脚 0.55 4346 0.494 0.50

1 柱頭 2908 3825 0.40 4449 0.506 0.50

反曲点高比1)

(1-y)上
(y)下

Qh(1-y)
Qhy
(kNm)

位置
一次設計用
層せん断力
Q(kN)

階高
h(mm)

分配率階

2 2210 3575

1),2）とも計算過程は紙数の関係上省略する。図－2

に全ラーメンに関して計算した節点モーメントを示す。 

 

４．耐震壁の保有水平耐力 

1）壁に作用する外力(表－3) 
[注] 1)各階の反曲点高さ比の代表値として 3階:y＝0.45, 

2階:y＝0.55,1階:y＝0.60とした。 
Pi:各階に作用する水平外力 Pi＝P(i＝1,2,3) 

MLi,MRi:左右の境界梁から作用する降伏モーメント 

QLi,QRi:左右の境界梁から作用するせん断力 

QTLi,QTri:左右の直交梁(有効なものに限る)から作用する 

せん断力。本例では一方(G4)のみを考慮する。 

NL,NR:1階柱の長期軸方向力 

⊿NL,⊿NR：基礎梁、基礎、埋め戻し土の重量、その他 

浮き上がりに抵抗する力の和 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

G1 G2 G2 G2 G1

(102) 495 (102) 502 (102) 502 (102) 502 (73) 315
256 212 310 212 310 212 310 212 310 205 309

-102 (175) [0] (175) [0] (175) [0] (175) [29] (174) [73]

256 (102) 502 310 (102) 502 310 (102) 502 310 (102) 502 310 (102) 502 309
260 212 367 212 367 212 367 212 367 212 374

-204 (206) [0] (206) [0] (206) [0] (206) [29] (210) [175]

262 (123) 530 370 (108) 530 370 (108) 530 370 (108) 530 370 (108) 534 378
260 327 424 224 424 224 424 224 424 224 442

-327 (230) [15] (230) [0] (230) [0] (230) [29] (239) [283]

278 (164) 573 454 (164) 573 454 (164) 573 454 (164) 573 454 (164) 573 472
573 573 573 573 573

(146)

(144)

(141)

X4 X5X0 X1 X2 X3

[　　]

[　　]

[　　]

 
梁右端M 柱下端M

柱上端M 梁左端M

  

 

(単位:kNmおよび kN) ()内はせん断力、[]内は柱の軸力を示す。

図－2 柱･梁の終局時節点曲げモーメント 2） Y0,Y3ラーメン  

  

4）壁基礎の回転で決まる水平力 柱の軸方向力および付加軸方向力は下記の通りである。 

1階柱の長期軸方向力         NL＝NR＝1007kN 耐震壁が基礎で回転し、片側の基礎で浮き上がるとき

の水平力を求める。基礎での水平反力は基礎梁の重心高

さ位置で取り、浮き上がり時の全軸方向力が一方の基礎

で支持されることを考慮し算定した。 

基礎上端までの重量        1130-1007＝123kN 

基礎埋め戻し土  20×3300×3300×1500×10-9＝327kN 

計             NL+⊿NL＝NR+⊿NR＝1457kN 

 2),3),4)とも紙数の関係上、計算過程は省略する。こ

の耐震壁の耐力は浮き上がり回転で決定され、各階の層

せん断力は次の通りである。 

表－3 壁に作用する外力(Y 方向加力時) 
 

 

 

 

 

 

 

 3～1
3～F
 

3 412 109 103 118 79 174 1711 16

2 420 109 125 125 109 181 1892 0

1 544 152 133 133 136 285 2352 17

F 864 218 164 164 257 864 3935 -39

計1376 733 699 640 5954 33

計2241 1114 1120 1504 9890 -6

壁心で
のモー
メント
(kNm)

梁から
の付加
軸力
(kN)

部材

階
QTR
(kN)

G10
(Y2～Y3)

MR
(kNm)

QR
(kN)

G10
(Y0～Y1)

ML
(kNm)

QL
(kN)

QTL
(kN)

G4
(X1～X2)

5)

3)

4)

3)

Q3＝P＝807kN，Q2＝2P＝1613kN，Q1＝3P＝2420kN 

 

５．各ラーメンの崩壊形と崩壊時応力 

図－3 に各ラーメンの崩壊形と崩壊時の節点モーメン

トおよび柱のせん断力を示す。1 階柱脚、3 階柱頭以外

に 3階柱脚、2階柱頭・柱脚、一部 1階柱頭にも降伏ヒ

ンジが発生した。 [注] 3)X2,X3ラーメンの崩壊モードより求めた 

  4)M＝ML+MR+（QL+QTL+QTR+QR）×LW/2 
5)N´＝QL+QTL-QTR-QR 

６．断面検定  

1）梁のせん断終局強度の検定 2）1階壁脚部の曲げ降伏モーメントで決まる水平力 

耐震壁の曲げ終局モーメントは下式を用いる[3]。 各ラーメンの崩壊形と崩壊時節点モーメントから、梁

の両端が曲げ終局モーメントに達するときのせん断応力

度を求め、コンクリートの短期許容せん断応力度以下で

あること確認をする。結果、すべての梁で曲げ降伏先行

型であった。 

Mwu＝atσyLW+0.5awσwyLw+0.5NLw 

外力とのつり合いをスパンの中央の耐震壁の軸線上の 1

階脚部でとり算定した。 

3）1階壁のせん断終局強度 

耐震壁のせん断強度は下式を用いる[3]。  

  
jbP

QDM
FpQ ewhwh

cte
wsu ⋅
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
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  [注] 2)紙数の関係上 1ラーメンのみ示す 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

G1 G2 G2 G2 G1

(52) 155 (44) 155 (44) 155 (44) 155 (66) 309

M＝ 212 212 310 155 310 155 310 155 310 155 309

N＝

(84) -52 (175) [8] (175) [0] (175) [0] (175) -22 (144) [66]

M＝ 85 (79) 464 338 310 (97) 464 338 310 (97) 464 338 310 (97) 464 338 310 (120) 502 502 201

M＝ 127 212 212 367 338 212 367 338 212 367 338 212 367 338 212 301

N＝

(81) -131 (206) -10 (206) [0] (206) [0] (206) -45 (159) [186]

M＝ 163 (122) 530 377 370 (108) 530 377 370 (108) 530 377 370 (108) 530 377 370 (108) 534 267

M＝ 163 327 384 377 224 384 377 224 384 377 224 384 377 224 267

N＝

(115) -253 (219) [5] (219) [0] (219) [0] (219) -46 (193) [295]

M＝ 278 (72) 227 454 454 (65) 227 454 454 (65) 227 454 454 65 227 454 454 (100) 472 472

278 227 227 227 227
X4 X5X0 X1 X2 X3

Q＝

Q＝

Q＝

[　  ]

[　   ]

[　   ]

[　  ]

[　  ]

[　  ]

[　  ]

 梁右端M 柱下端M
柱上端M 梁左端M

  

 
ヒンジ発生個所

モーメント振り分け後ヒンジ発生個所 (梁のせん断力、柱軸力は補正していない)

モーメント振り分け後の補正値

 

  

 
(単位:kNmおよび kN)  ()内はせん断力、[]内は柱の軸力を示す。 
図－3 各ラーメンの崩壊形と崩壊時節点モーメント 2) Y0,Y3ラーメン  

  

結果、X2ラーメンの C2柱(外柱)の最上階柱梁接合部に

おいてせん断余裕度が 1.03 であった。安全側の評価と

して柱の最上階の柱せん断力効果を無視すれば、柱のせ

ん断余裕度が 1.0以下になる。 

2）梁の付着の検定 

梁崩壊型を想定しているので梁の終局曲げモーメント

に対して検討した。主筋の終局付着強度は「鉄筋コンク

リート造建物靭性保証型耐震設計指針・同解説」の付着

に対する設計に記載されている式で算定した。設計用付

着応力度が付着信頼強度を下回ることを確認する[4]。紙

数の関係上、計算過程は省略する。結果、コンクリート

強度が高いため、全ての梁で十分な余裕度であった。 

 

７．保有水平耐力 

本建物の保有水平耐力は以上の結果から表－4 に示す

ように算出された。 

3）柱のせん断終局強度の検定      表－4 保有水平耐力の算定 

 柱の破壊モードが曲げ破壊型であることを確認する。

せん断終局強度は下式を用いた[3]。  

  

 

紙数の関係上計算過程は省略とする。結果、全ての柱の

せん断力がせん断終局強度以下となり、せん断力が最も

大きい Y1ラーメンの 1 階内柱 1C4でせん断余裕度 1.72

となった。 

4）柱梁接合部の検定 

 梁崩壊型を想定しているので柱梁に取りつく梁が曲げ

終局モーメントに達しているとして検討を行った。柱梁

接合部のせん断強度は、本会編「鉄筋コンクリート造建

物の靭性保証型耐震設計指針・同解説」の柱梁接合部の

設計に記載されている式で算定した。接合部の設計用せ

ん断力が接合部のせん断信頼強度を下回ることを確認す

る[4]。計算過程は紙数の関係上省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 2 1 3 2 1
Y0 926 1064 1184 X0 462 506 642
Y1 1025 1301 1487 X1 507 538 753
Y2 1025 1301 1487 X2 331 391 442
Y3 926 1064 1184 X3 331 391 442

X4 507 538 753
X5 462 506 642

計 3902 4732 5343 2601 2872 3674
X2 807 1613 2420
X3 807 1613 2420

計 0 0 0 1613 3227 4840

3902 4732 5343 4215 6099 8514

0.00 0.00 0.00 0.38 0.53 0.57

0.30 0.30 0.30 0.35 0.35 0.35

1994 3316 4362 2327 3868 5089

1.96 1.43 1.22 1.81 1.58 1.67余裕度

内
訳

内
訳

∑Qu (kN)

βu
Ds

柱･梁の
負担せん
断力
(kN)

壁の負担
せん断力
(kN)

Y

Qun   (kN)

階

方向 X

jbp
QdM

Fp
Q wwy

ct
su ⋅












+⋅+

+
+

= 0

23.0

1.0)(85.0
12.0)/(

)18(053.0
σσ

 
ΣQu:全保有水平耐力 

 
βu:耐震壁が負担する保有水平耐力の 

全保有水平耐力ΣQuに対する比 
 

 Qun:必要保有水平耐力 

 

 

 



８．考察 ジ、柱梁接合部の問題が起きたと考える。 

1）柱の降伏ヒンジについての考察 実際、長期変形を計算して約 1/250 以下に納まる断面

を求めると RG1 で B×D＝315mm×610mm7)となる。断

面は「計算例 1」に比べ平均で 77.2%、梁の主筋量は梁

幅の増加に伴い主筋の納まりが良くなり「その 1」とほ

ぼ同じであった。柱の降伏ヒンジは x 方向加力 Y1,Y2ラ

ーメン C4柱の 2 階柱頭、3 階柱脚にヒンジができるも

のの、ほぼ梁降伏型であった。柱梁接合部はせん断余裕

度が最小である X2 ラーメンの C2 柱(外柱)の最上階で

1.09(最上階柱のせん断力考慮)であった。しかし、「計

算例 1」の設計で 2 次設計を行うと柱の降伏ヒンジ、柱

梁接合部に問題があることを考えると、高強度部材を有

効に利用できた。 

本計算では保有水平耐力は確保されているが、x 方向

は全体で 67％程度(1 階柱脚、3 階柱頭含む)柱に降伏ヒ

ンジが発生し層崩壊が生じる恐れがある。柱のせん断終

局強度はメカニズム時応力に対して十分な余力を残して

いるので、柱の曲げ終局モーメントを増加させる断面変

更を行う。 

柱主筋を 3－D22 から 3－D25 に増加させれば終局時

節点モーメントは約 130％増加し、x 方向加力 Y1,Y2ラ

ーメン C4柱の 2階柱頭･柱脚にヒンジができるものの、

ほぼ梁降伏型となる。 

2）柱梁接合部の検討 

  本計算では柱梁接合部のせん断余裕度が 1.03 となっ

ているが、柱への降伏ヒンジを考慮した建物に対する柱

梁接合部の検定では X2ラーメンの C2柱(外柱)の最上階

および 1 階接合部で余裕度が 1.0 以下(最上階柱のせん

断力考慮)となった。 

９．まとめ 

本研究では高強度 RC 部材の可能性と優位性から「鉄

筋コンクリート構造設計基準・同解説(1999)」付録の構

造計算例にある事務所建物を例にとり、2 次設計を行っ

た。2 次設計での柱梁接合部のせん断余裕度の問題はあ

った。柱への降伏ヒンジの防止など高強度部材を有効に

利用できた。 

接合部のせん断耐力は、パラメーターとして接合部の

形状とコンクリート強度しかなく、接合部での余裕度を

上昇させるには柱断面の増大、梁断面の増大、コンクリ

ート強度の増大、梁の終局曲げ耐力の減少のいずれかを

使用することとなる。ここではコンクリート強度の変更

で対応する。 

そこで、高強度部材を用いて設計する際には、先に長

期変形量を計算で求め必要断面を求め、終局強度、特に

柱梁接合部耐力を考慮して断面を定め、効率良く設計す

ることが必要だと考える。 本計算ではコンクリート設計基準強度を Fc＝60N/mm2

としているが、Fc＝100N/mm2 まで増加すれば、C2 柱に

おいて余裕度は最上階で 1.16、1 階で 1.35(最上階柱せ

ん断力考慮)となる。 全体のコンクリート強度を増加さ

せることは経済性・施工性を考慮すれば必ずしも合理的

とは言えないので、1 次設計時に柱梁接合部の設計を考

慮して断面を設定することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 3）断面変更による考察 

 1)2)より本計算では柱への降伏ヒンジ、柱梁接合部で

の問題により設計の変更を行う結果となった。 
[注] 6)建築基準法施行令第 82条第四号 

(平成 12年 5月 31日建設省告示第 1459号) 
   7)紙数の関係上、RG1のみ示す。 

 

 その理由として、「その 1」での断面の設計において、

建築基準法施行令第 82 条第四号 6)に規定された使用上

の支障が起こらないことを確認する必要条件 D/l＝1/10

のもとに、「計算例 1」に対するコンクリートの長期許

容せん断力による比から 67.3％以上とした。そのため、 
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